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山林公有地化事業について

平成１５年１１月３０日

独立行政法人水資源機構



機 能 回 復 補 償 で あ る 付 替 村 林 道 の 建 設 費 用 と 公 有 地 化 費 用 と の 比 較

（ 億 円 ）
機 能 回 復 補 償 で あ 公 有 地 化 費 用 ②

区 分 る 付 替 村 林 道 の 建 差 額
設 費 用 （ 平 成 1 5 年 ② － ①
度 単 価 ） ①

工 事 費 ３ ２ ２ ． ６ －
用 地 費 ・ 測 量 及 び 試 験 費 ２ ０ ． ２ －
既 設 の 付 替 村 道 の 建 設 費 等 ▲ ６ ７ ． ５ －
山 林 公 有 地 化 事 業 費 － ２ ４ ９ ． ３

計 ２ ７ ５ ． ３ ２ ４ ９ ． ３ ▲ ２ ６ ． ０

な お 、 ① の う ち 工 事 費 の 内 訳 に つ い て は 、 次 の と お り で あ る 。
従来の事業費 2,540 平成15年度単価で 増 減 額

区 分 路 線 名 幅 員 延 長 億円における工事費③ 算定した工事費④ ④ － ③

１

（ ｍ ） （ ｍ ） （昭和60年度単価） （ 億 円 ） （ 億 円 ）
（ 億 円 ）

村 道 ２ 路 線 4 . 0 2 1 , 4 0 0 １ ３ ２ ． ９ １ ９ ７ ． ９ ６ ５ ． ０
林 道 ７ 路 線 3 . 6 , 3 . 0 3 0 , 9 0 0 ８ ０ ． １ １ ２ ４ ． ７ ４ ４ ． ６

計 5 2 , 3 0 0 ２ １ ３ ． ０ ３ ２ ２ ． ６ １ ０ ９ ． ６

ま た 、 ③ か ら ④ へ の 増 嵩 の 要 因 は 、 次 の と お り で あ る 。
区 分 金 額 （ 億 円 ）

環 境 保 全 な ど 社 会 的 要 請
・ 法 面 処 理 ３ ７ ． ９
・ 伐 採 木 の チ ッ プ 化 有 効 活 ▲ １ ２ ． ４

用 に よ る 縮 減
設 計 基 準 改 訂 等 に 伴 う 変 更

・ 道 路 橋 示 方 書 の 改 訂 に ２ ２ ． ０
伴 う 変 更

設 計 ・ 施 工 計 画 の 変 更
・ 地 す べ り 対 策 工 に よ る 変 ８ ． ９

更
物 価 の 変 化 ・ 消 費 税 の 導 入 ５ ３ ． ２
に よ る 変 更

計 １ ０ ９ ． ６



ダム周辺の山林保全措置制度の適用事例ダム周辺の山林保全措置制度の適用事例ダム周辺の山林保全措置制度の適用事例ダム周辺の山林保全措置制度の適用事例

項 目 徳山ダム 志津見ダム

位置 岐阜県揖斐郡藤橋村 島根県飯石郡頓原町

ダム事業主体 独立行政法人水資源機構 国土交通省中国地方整備局

形式 ロックフィルダム 重力式コンクリートダムダ 池

ム の 堤高 １６１．０ｍ ８５．５ｍ

・ 諸 堤頂長 ４１５．０ｍ ３０４．０ｍ

2 2

２

貯 元 流域面積 ２５４．５Km ２１３．８Km

2 2水 湛水面積 １３．０Km ２．３Km

ダム事業工期 昭和４６年度～平成１９年度 昭和６１年度～平成２２年度

公有地化事業主体 岐阜県 頓原町

公有地化事業開始年度 平成１３年度～ 平成１４年度～

機能回復補償の付替道 ・付替村道 ２路線 21.4Ｋｍ ・付替林道 ３路線 9.9Ｋｍ

路を取りやめる路線 ・付替林道 ７路線 30.9Ｋｍ

公有地化対象面積 約１８０Km （地権者数約９４０名） 約５６０ｈａ（地権者数13名）２


